
 

堺市上下水道局機器材審査委員会要綱 

 

 （設置の目的） 

第１条 堺市上下水道事業管理者が承認する機器材の選定の公平性及び適正な運用等を審議す

るため、堺市上下水道局機器材審査委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

 

 （機器材の定義） 

第２条 この要綱において「機器材」とは、水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第８項

及び第９項に定める水道施設及び給水装置に使用する機械、器具及び材料をいう。 

 

 （任務） 

第３条 委員会は、次の事項について審議する。ただし、委員会において審議除外が決められた

ものは、この限りではない。 

(1) 新規及び仕様変更機器材に関すること。 

(2) 既承認機器材の検討に関すること。 

(3) 製作（造）メーカーの承認及び取消に関すること。 

(4) 機器材の運用に関すること。 

(5) 機器材の施工方法に関すること。 

 

 （組織） 

第４条 委員会は、委員長及び委員で組織する。 

２ 委員長は水道技術管理者をもって充てる。 

３ 委員長は会務を統括する。 

４ 委員は別表に掲げる所属及び人数をもって構成する。 

５ 前項の委員は第１条に掲げる目的を達成できる者のうちから、当該所属の長が推薦するもの 

とする。 

 

 （任期） 

第５条 委員の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における後任委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

 （会 議） 

第６条 委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、委員長はその議長となる。 

２ 前項の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

 

 （専門部会） 

第７条 委員会に、専門の事項を調査させる必要があるときは、専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会には部会長を置くものとする。 

３ 専門部会の部会長及び部員は、水道技術管理者が指名する。 

４ 前条の規定は専門部会の会議についても準用する。 

５ 部会長は、専門部会の会務をまとめ、専門部会における審議状況及びその結果を委員会に報

告するものとする。 

 

 



 

 （調査及び研究） 

第８条 委員会は、審議のため機器材の品質、機能、規格、製作技術、生産設備及び維持管理上

の問題を調査研究する。 

２ 委員会は必要があると認めるときは、上下水道局以外の試験機関等へ機器材についての試験

を委託することができる。 

 

（資料の提出等） 

第９条 委員長又は部会長は委員会又は専門部会において必要があると認めるときは、議事に関

係のある資料の提出及び関係者の出席を求めることができる。 

  

（事務局） 

第１０条 委員会及び専門部会の事務は、水道事業調整課において行う。 

 

 （委 任） 

第１１条  この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し、必要な事項は、委員長が定める。 
 
附 則 
 この要綱は、昭和４７年４月１日から実施する。 
   附 則 
 この要綱は、昭和５７年７月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、昭和５８年５月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、昭和６１年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、平成 ２年６月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、平成 ６年６月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、平成１２年５月１日から施行する。 

附 則 
この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年５月７日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月２６日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和５年４月２６日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月２６日から施行する。 

 

別表（第４条関係） 

所    属 人 数 

給排水設備課 １名 

水道事業調整課 ２名 

水道建設課 ３名 

水道保全課 １名 



 

水運用管理課 １名 

計 ８名 

 


